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Ⅰ　は じ め に

日本の地域別労働市場は政策変更や景気変動な
ど全国共通のショックに対して同じように反応し
ているのだろうか。地域別失業率を示した図 1 を
見ると 1），各地域ともにおおむね景気後退期に失
業率が高まり，景気回復期に失業率が低下する傾
向にある点については同じである。しかし，景気
回復期であった 1980 年代前半やリーマンショッ

ク以前の 2000 年代後半は地域間の失業率のばら
つきが大きくなっている一方で，1990 年代前半
や 2010 年代は地域間の失業率のばらつきが小さ
くなっている 2）。また，全期間を通じておおむね
北海道の失業率は他の地域に比べて高いが，東
海，北陸の失業率は低くなっているなど，地域固
有の傾向も見られる。図 1 で示された期間中，円
高不況やリーマンショックなど全国に同時に影響
を与えたと思われるショックが存在していたが，
失業率には地域差が存在していることから，全
国的なショックに対して地域毎に違う反応をして
いるように見える。ただし，ここで示された失業
率は全国共通のショックのみならず，海外からの
ショックや地域固有のショックの影響を受けた結
果であり，全国共通のショックが雇用状況に対し
て各地域にどの程度影響を与えたのかは図 1 から
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本論文では，就業者数の変化率を全国共通のショックと海外からのショック，地域固有の
ショックに分解した。日本の失業率の推移を見ると，長期にわたって失業率の高い地域と
低い地域が観察される。これらの地域間の失業率のばらつきは様々なショックから生じた
ものであると考えられるが，どのようなショックがどの程度失業率の変動を説明している
のかはデータのみからは特定できない。仮に地域固有のショックがショック全体のほとん
どを説明しているのであれば，地域毎の雇用政策を採ることが望ましいと考えられる。分
析に当たって 1983 年第 2 四半期から 2016 年第 4 四半期までの『労働力調査』の就業者数
のデータを用いて日本の 9 つの地域を対象とし，状態空間モデルを用いて推定を行った。
分析の結果，期間全体で全国共通のショックがショック全体を説明している割合は最大で
も北関東・甲信で 24%，最も低い南関東で 2 % であり，四半期毎に全国共通のショック
が占める割合を推定しても，一時的に東海で 50％近くを説明しているほかは 0.1% から
20% とその割合は非常に低い。また，海外からのショックの割合も 5 % 以下と，地域固
有のショックがショック全体のほとんどを説明していることが示された。以上より，日本
においては就業者数の変化率は地域固有のショックでほとんどが説明でき，全国共通の雇
用政策より地域別の雇用政策を採ることが望ましいと考えられる。
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は不明である。
そこで，本論文では，地域別就業者数の変化率

を全国共通のショック，海外からのショック，地
域固有のショックに分解し，それぞれのショック
がショック全体のどの程度を説明しているのかを
明らかにする。状態空間モデルを用いて観察でき
ない全国共通のショックとその係数を推定し，推
定された全国共通のショックを用いて地域毎の
ショック全体に占める全国共通のショックや海外
からのショックの割合を示す。さらに，ローリン
グ推計を用いて時期によってそれらの割合がどの
ように変化するのかについても明らかにする。政
策変更や景気変動など全国共通のショックに対し
て，各地域が同じように反応するのであれば，全
国共通の政策をとることでショックへの調整がス
ムーズに行われるかもしれないが，全国共通の
ショックへの反応が地域毎に異なっているのであ
れば，各地域で異なる政策をとることが望ましい

かもしれない。本論文では，全国共通のショック
がショック全体をどの程度説明するのかを示すこ
とにより，政策を地域毎に行うことが望ましいの
か全国一律で行うことが望ましいのかを明らかに
することができる。分析の結果から，全国共通
のショックがショック全体に占める割合は 2 ％
から 24％，地域固有のショックの割合が 75％か
ら 95% であることが示され，日本では地域毎の
雇用政策を採ることが望ましい可能性が示唆され
た。

全国共通のショックがマクロ変数に与える影響
を分析した研究は欧米では数多く蓄積されてい
る。就業者数の変動を分析した代表的な研究に注
目すると，アメリカに注目した代表的な研究は，
Norrbin and Schlagenhauf （1988），Clark（1998）
で あ る。Norrbin and Schlagenhauf （1988） は
1954 年第 1 四半期から 1984 年第 4 四半期を分析
期間とし，景気循環モデルに基づいて，アメリカ

図 1　地域別失業率の推移と景気後退期
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注：出典は『労働力調査』（総務省統計局）の長期時系列データ（http://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/zuhyou/lt08-02.xls，最終ア
クセス 2017 年 4 月 3 日）である。
グラフのシャドー部分は景気後退期を示している。
景気後退期は内閣府が公表している景気基準日付（http://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/di/150724hiduke.html，最終アクセス 2017 年 4 月
3 日）に基づいている。
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国内共通のショック，地域固有のショック，産業
固有のショックがアメリカの就業者の変動にどの
程度寄与しているのかを明らかにした。分析の結
果，アメリカ国内共通のショックは約 40％から
60％を説明しており，地域固有のショック，産業
固有のショックの説明力は相対的に小さいことが
示された。Clark（1998）は 1947 年から 1990 年
までのアメリカの就業者数の変動をアメリカ国内
共通のショック，地域固有のショック，産業固有
のショックに分解し，アメリカ国内共通のショッ
クは平均的にショック全体の 28% から 35％を
説明していることを示した。カナダについて分
析した代表的な研究が Altonji and Ham（1990），
Campolieti, Gefang and Koop（2014）で，Altonji 
and Ham（1990）は 1964 年から 1982 年までのカ
ナダの就業者の変動をアメリカからのショック，
カナダ国内共通のショック，地域固有のショッ
ク，産業固有のショックに分解し，各ショックが
カナダの地域別産業別就業者の変化率をどの程度
説明しているのかを明らかにした。カナダ国内
共通のショックはショック全体の約 25%，アメ
リカからのショックはショック全体の約 60% を
説明しており，地域固有のショックと産業固有
のショックはショック全体をほとんど説明して
いないことが示された。Campolieti, Gefang and 
Koop（2014） は 1976 年から 2010 年までのカナダ
の就業者の変化率をアメリカからのショック，カ
ナダ国内共通のショック，産業固有のショック，
地域固有のショックに分解した。アメリカからの
ショック，カナダ国内共通のショックの影響は小
さく，カナダ国内共通のショックはショック全体
の約 3 % から 8 ％を説明していることが明らか
になった。これらの研究の結果はそれぞれ異なっ
ているが，対象とする国や期間などが異なること
が原因となっている可能性がある。

日本のマクロ変数の変動を全国共通のショッ
クと業種固有のショックに分解した代表的な研
究 に Abe（2004），Kumano, Muto and Nakano

（2014）がある 3）。Abe（2004）は，1958 年 2 月か
ら 2001 年 4 月までの鉱工業生産指数の月次デー
タを用いて分析を行った。分析の結果，全国共通
のショックは平均するとショック全体の 30% 程

度を説明していることが示された。ただし，5 年
毎に見ると，期間毎にショック全体に占める全国
共通のショックの割合は異なっていることを示し
た。Kumano, Muto and Nakano（2014） も Abe

（2004）と同様に鉱工業生産指数の変動を全国共
通のショックと業種固有のショックに分解した。
1978 年第 1 四半期から 2012 年第 4 四半期まで分
析を行った結果，期間全体では全国共通のショッ
クはショック全体の 70% 程度を説明しているが，
リーマンショック前までに期間を区切って分析
するとその割合は約 40% に減少する。また，全
国共通のショックの割合の推移を見ると，リー
マンショックの時期を除いた期間では全国共通
のショックの割合は 20% から 60% であるのに対
し，リーマンショックによる景気後退期にはその
割合が 90% まで大きくなることが示されている。
以上の 2 つの研究から，時期によって全国共通の
ショックがショック全体に占める割合が異なって
おり，分析期間全体だけでなく，各期でどのよう
にショックの割合が変化するかに注目することが
重要であると考えられる。これらの研究は全国共
通のショックがマクロ変数の変動をどの程度説明
しているのかという点に注目している点で本論文
と類似しているが，上記の研究は鉱工業の各業種
に降りかかるショックに注目しており，地域には
注目していない。

日本の地域別労働市場の分析を行った研究を
概観する。Kondo（2015）は市町村の失業率に注
目し，『国勢調査』のデータを用いて空間自己回
帰モデルで失業率の持続性を推定し，高失業率
の地域ではその高い失業率が持続することを示
し，地域の失業対策を行う際には地域の異質性を
考慮する必要があるとしている。勇上（2010）で
は，1983 年から 2007 年を分析期間とし，『労働
力調査』を用いて日本を 10 地域に分けて全国共
通のショック及び地域固有のショックが地域別失
業率と地域の相対労働力率に与える影響を分析し
た。分析の結果，全国共通のショックの地域別失
業率に対する影響はバブル期を含めると持続的で
あるのに対し，期間をバブル後に限ると地域別
失業率に対する影響は 5 年後には消滅することが
示された。Kawagoe（2004）は『労働力調査』の
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1983 年から 2003 年の年次データを用いて，労働
力人口，就業率，失業率を VAR モデルで推定す
ることにより，地域固有のショック，地域固有の
ショックを含んだショック全体が当該地域の労働
市場に与える影響を分析し，正のショックが失業
率を高めることを示した。これらの研究では，地
域固有のショックやショック全体の影響を分析
しており，全国共通のショックが地域毎にどの
ように伝播するのかについては明らかにしてい
ない。地域の違いを明らかにした研究としては，
Abe（2013）が『就業構造基本調査』を用いて労
働参加率を被説明変数とし，地域ダミーなどを説
明変数として推定を行い，他の地域と比較して日
本海側で女性の労働参加率が高いことを示した。
ただし，この論文は地域の違いに注目しており，
ショックの影響については分析を行っていない。

本論文の構成は以下の通りである。Ⅱで実証モ
デルについて述べる。Ⅲでデータおよび記述統計
について説明する。Ⅳでショックの分解の結果に
ついて述べ，Ⅴで結論を述べる。

Ⅱ　実証モデル

本論文では，就業者数の変化率を全国共通の
ショック，海外からのショック，地域固有の
ショックに分解する。しかし，全国共通のショッ
クと地域固有のショックを観察可能なデータで識
別することは困難である。そこで，観察できな
いショックを推定するために Stock and Watson

（1989，1991）が開発した動的因子モデルを発展さ
せた状態空間モデルを用いて推定を行う。まず，
Norrbin and Schlagenhauf（1988），Altonji and 
Ham（1990），Clark（1998）などの定式化に基づ
いて，t 期の就業者数の変化率は t−1 期の就業者
数の変化率と海外からのショック，全国共通の
ショックと地域固有のショックに分解できると仮
定する。ここで，海外からのショックと全国共通
のショックのどちらも国内の全地域に同時に影響
を与えるショックであると考えられるが，政策変
更などにより国内で発生した全国共通のショック
と，リーマンショックなど外生的なショックを識別
するために海外からのショックについては観測可能

なデータを用いる。
まず地域 i（i=1,…,I）の t 期（t=1,…,T）におけ

る就業者数の変化率をΔyit とする。Δyit は log
（就業者数 it）−log（就業者数 it-1）とする。この時，
t 期の就業者数の変化率を Yt =（Δy1t, Δy2t, …, Δ
yIt）’，全国共通のショックを fNt とすると，Yt と
fNt について以下のような式が書ける。

（1）

（2）

ここで，Λを I × I の係数行列，USAGDP を海
外からのショック，εt，vt は攪乱項であるとする。
また，fNt-1 と vt との間に相関はなく，εt，vt の平均，
分散は以下の通りであるとする。

また，εt，vt については，

を満たすとする。まず，（1）式を最尤法を用いて
推定する。推定されたパラメータからカルマン
フィルタによるスムーズ化を行い，共通因子 fNt

の系列を取り出す。さらに，Abe（2004）に基づき，
ここで得られたパラメータと共通因子から以下の
式を用いてそれぞれのショックがショック全体に
占める割合を推定する。

（3）

（4）

Yt ＝ ΛYt－1 ＋ βUSAGDPt ＋ γ fNt  ＋ εt

fNt ＝ φ fNt－1 ＋ νt 

εt ～ N（0， R） 

σε1

σεI

σε2R ＝ 

0 0 0
0 00

0 0 0
. . . .

vt ～ N（0， σv）,  i. i. d.

E [vtεs′] ＝ 0      for all s and t

 γi
2var （ fN）

γi
2var （ fN）＋βi

2var （USAGDP）＋σεi

NSharei ＝ 

βi
2var （USAGDP）

γi
2var （ fN）＋βi

2var （USAGDP）＋σεi

USharei ＝ 
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（5）

ここで NShare，UShare，RShare はそれぞれ全
国共通のショックの割合，海外からのショックの
割合，地域固有のショックの割合，var（fN），var

（USAGDP）はそれぞれ fN，USAGDP の分散とす
る。（3）〜（5）式で求めたショックの割合は時間に
関して一定であるが，景気変動や政策変更によっ
てショックの割合が変動する可能性がある。そこ
で，ローリング推計を用いて各期のショックの割
合を求める 4）。

Ⅲ　デ ー タ

分析に当たって，『労働力調査』の 1983 年第 1
四半期から 2016 年第 4 四半期までの地域別就業
者数を用いた 5）。地域区分は北海道，東北，南関

東，北関東・甲信，北陸，東海，近畿，中国・四
国，九州・沖縄の 9 つとなっており，各都道府県
の内訳は表 1 の通りである。分析期間に東日本
大震災が含まれており，2011 年 3 月から 8 月ま
で岩手県，宮城県及び福島県のデータが得られな
かったが，2015 年国勢調査基準の補完推計値を
原数値に相当する入力データとして推計値を用い
ている（総務省統計局 2012）。そのため，2011 年
の東北の就業者数で大きな落ち込みは見られな
い。分析に当たって，変化率を分析するために対
数階差をとっている 6）。

海外からのショックの代理変数として，『財務
省貿易統計』より分析期間中大半の時期で最大
の貿易相手国であったアメリカの 2009 年基準
の実質 GDP 成長率を用いている。実質 GDP の
データは Department of Commerce，Bureau of 
Economic Analysis のサイトから採った 7）。

表 2 に各地域の記述統計を示している。平均値

σεi

γi
2var （ fN）＋βi

2var （USAGDP）＋σεi

RSharei ＝ 

表 1　地域と構成都道府県

表 2　記述統計

地域区分 構成都道府県

北海道 北海道
東北 青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県
南関東 埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県
北関東・甲信 茨城県，栃木県，群馬県，山梨県，長野県
北陸 新潟県，富山県，石川県，福井県
東海 岐阜県，静岡県，愛知県，三重県
近畿 滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県
中国・四国 鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県，徳島県，香川県，愛媛県，高知県
九州・沖縄 福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県、沖縄県

平均値 標準偏差 最小値 最大値

雇用成長率

全国 0.0009 0.0031 - 0.0080 0.0075 
北海道 0.0003 0.0113 - 0.0294 0.0278 
東北 - 0.0003 0.0084 - 0.0295 0.0179 
南関東 0.0024 0.0056 - 0.0172 0.0217 
北関東・甲信 0.0003 0.0072 - 0.0213 0.0216 
北陸 - 0.0003 0.0093 - 0.0203 0.0220 
東海 0.0010 0.0072 - 0.0242 0.0166 
近畿 0.0008 0.0072 - 0.0184 0.0194 
中国・四国 - 0.0006 0.0073 - 0.0209 0.0214 
九州・沖縄 0.0006 0.0083 - 0.0186 0.0239 

アメリカ GDP 成長率 0.0069 0.0063 - 0.0214 0.0226 
観測数 135

出所：『労働力調査』総務省統計局

注：期間は 1983 年第 2 四半期から 2016 年第 4 四半期。就業者の変化率（就業者数の対数階差）は『労働力調査』より筆者が加工している。
アメリカの GDP 成長率（対数階差）は Bureau of Economic Analysis より採っている。
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を見ると南関東がもっとも高く，0.0024 となって
いる。一方で，東北，北陸，中国・四国の就業者
の変化率の平均値はわずかではあるがマイナスと
なっている。北海道の平均値はプラスとなってい
るが，標準偏差が最も大きい。

就業者数の変化率の地域間の関連性を捉えるた
めに表 3 に相関係数を示している。相関係数を見
ると，統計的に有意な相関係数は少なく，北関
東・甲信と東北，東海，九州・沖縄と北関東・甲
信，近畿，中国・四国で正の相関が見られるが，
北海道と中国・四国，南関東と九州・沖縄では負
の相関が見られる。ただし，いずれも相関係数は
絶対値で 0.2 前後と強い相関ではない。

Ⅳ　ショックの分解

分析期間全体の全国共通のショックが各地域
のショック全体に占める割合を表 4 に示してい
る。全国共通のショックがショック全体に占める
割合は地域によって大きく異なり，北関東・甲信

がもっとも高く 0.2380，次いで全国共通のショッ
クの割合が高いグループは近畿，東海，東北で
あり，それぞれ 0.1847，0.1841，0.1768 となって
いる。中国・四国が 0.1232，九州・沖縄が 0.0860
である。全国共通のショックの割合が低いグルー
プは北海道，北陸，南関東でそれぞれ 0.0482，
0.0321，0.0165 となっている。全国共通のショッ
クが各地域のショック全体に占める割合は地域に
よってばらつきがあることがわかる。さらに海外
からのショックの割合については，南関東が最も
高く 0.0451，次いで北関東・甲信，東海がそれぞ
れ 0.0207，0.0202 とである。さらに近畿が 0.0093，
東北が0.0085，九州・沖縄が0.0060となっている。
最も低いグループは北海道，北陸，中国・四国で
それぞれ 0.0009，0.0002，0.0001 である。以上よ
り，全国共通のショック，海外からのショックが
ショック全体の占める割合は低く，どの地域でも
ショック全体の大部分を地域固有のショックが説
明していることが明らかになった。

以上の結果を先行研究と比較してみよう。日

表 3　就業者数の変化率の相関係数

表 4　地域別各ショックの割合

全国 北海道 東北 南関東 北関東・甲信 北陸 東海 近畿 中国・四国 九州・沖縄

全国 1
北海道 0.1840* 1
東北 0.3745* 0.0426 1
南関東 0.5019* - 0.0238 0.0298 1
北関東・甲信 0.4683* 0.1504 0.2350* 0.0577 1
北陸 0.2191* 0.047 0.1667 0.065 - 0.0059 1
東海 0.4187* 0.0399 0.0975 - 0.0216 0.2012* 0.1525 1
近畿 0.6369* 0.1178 0.0415 0.1528 0.1569 0.0634 0.1268 1
中国・四国 0.3851* - 0.1830* 0.1494 - 0.0275 0.0616 - 0.0758 0.1602 0.1569 1
九州・沖縄 0.3184* - 0.044 0.0327 - 0.2058* 0.1879* - 0.143 - 0.0616 0.2046* 0.2531* 1

全国共通 海外 地域固有

北海道 0.0482 0.0009 0.9510 
東北 0.1768 0.0085 0.8147 
南関東 0.0165 0.0451 0.9384 
北関東・甲信 0.2380 0.0207 0.7413 
北陸 0.0321 0.0002 0.9677 
東海 0.1841 0.0202 0.7957 
近畿 0.1847 0.0093 0.8059 
中国・四国 0.1232 0.0001 0.8768 
九州・沖縄 0.0860 0.0060 0.9080 

注：期間は 1983 年第 2 四半期から 2016 年第 4 四半期。『労働力調査』より筆者計算。
* は 5％水準で統計的に有意であることを示している。

注：各ショックの割合の求め方については本文中の（3）〜（5）式を参照。
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本の鉱工業生産指数の変動を全国共通のショッ
クと業種固有のショックに分解した Abe（2004）
と Kumano, Muto and Nakano（2014）では，全
国共通のショックの割合は Abe（2004）では約
10% から約 55%，平均で 29.1% となっており，
Kumano, Muto and Nakano（2014）では分析期
間全体で 70.4%，リーマンショック前までに分
析を限ると 41.5% となっている。これらの結果
は，本論文で得られた結果と比較して全国共通の
ショックの割合がやや高めとなっているが，この
違いは分析期間の違いや鉱工業生産指数を対象と
していることなどが原因である可能性がある。

図 2 にローリング推計を用いて求めた全国共
通のショックの割合の推移を地域毎に表してい
る。各地域ともに景気後退期の後に全国共通の
ショックの割合が高くなる傾向にある。これは
Kumano, Muto and Nakano（2014）で得られた
景気後退期に全国共通のショックの割合が高くな
るという結果と異なっているが，Abe（2004）で
指摘されているように，日本では雇用者数の推移

は順景気循環的ではないことと関連があるのかも
しれない。地域別に全国共通のショックの割合の
推移を見ると，1995 年に北関東・甲信で全国共通
のショックの割合は 50% 近くと他の地域と比較
して極端に高くなっている。また，同地域は 1987
年，2006 年などでも景気回復期に一時的に全国共
通のショックの割合が高くなっている。一方で，
南関東，北陸は全期間を通じて全国共通のショッ
クの割合は非常に低い。図 3 に示されている海外
からのショックの割合の推移を見ると，全国共通
のショックの割合とは異なり，景気後退期に南関
東で海外からのショックの割合が高くなる傾向に
ある。南関東では，他の地域と比較して多くの時
期で海外からのショックの割合が高くなっている
が，いずれの時期でも15% 以下であり，海外から
のショックはどの地域でもショック全体をほとん
ど説明していない。以上より，四半期毎に見ても
全国共通のショック，海外からのショックともに
ショック全体を説明している割合は低く，地域固
有のショックの割合が最も高いことが示された。

図 2　全国共通のショックの割合の推移と景気後退期
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注：ローリング推計を用いてウィンドウを 5 年（20 四半期）とし、四半期毎に推定した。景気後退期については図 1 の注の通り。
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分析結果をまとめると，全国共通のショック，
海外からのショックがショック全体を説明してい
る割合は地域固有のショックが説明している割合
と比べて低く，先行研究と比べても高いとは言え
ないことが示された。雇用の変動に対する地域固
有のショックの影響が大きいことから，日本では
地域独自で対策をとることが望ましい可能性があ
る。日本では全国一律の政策が実施されることが
多いが，地域雇用開発促進法に見られるように有
効求人倍率が全国平均の 3 分の 2 以下などの条件
を満たせば地域別の雇用対策を行うことが可能で
あったり，地域活性化雇用創造プロジェクトによ
り地域の雇用を促進する取り組みが支援されたり
している。このように，より地域主導の政策を採
ることが雇用のショックに対する調整手段として
効果的であるのかもしれない。

Ⅴ　結　　論

本論文では，状態空間モデルを用いて地域別就
業者数の変化率を全国共通に起こるショックと海

外からのショック，各地域固有のショックに分解
した。各地域の雇用の変動が地域によって異なる
要因により引き起こされているのであれば，地域
毎の政策を採ることでショックを調整することが
望ましく，全国一律の政策で対処することは困難
になる。『労働力調査』の 1983 年第 2 四半期か
ら 2016 年第 4 四半期までの就業者数のデータを
用いて日本を 9 つの地域に分けて分析を行った結
果，全国共通のショックの割合は北関東・甲信で
24％と最も高く，南関東で 2 % と最も低かった。
四半期毎に全国共通のショックの占める割合をみ
ても平均的に 10％程度であり，その割合は低い。
海外からのショックについても全ての地域で 5 %
以下と低く，ショック全体のほとんどを地域固有
のショックが説明していることが示された。これ
らの結果を先行研究と比較すると，全国共通の
ショックが占める割合は高いとは言えず，雇用対
策を行う際には全国一律の政策を用いるよりは地
域別の対策を行うことが望ましいことが示唆され
る。

本論文の残された課題は以下の通りである。本

図 3　海外からのショックの割合の推移と景気後退期
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論文では日本を 9 つの地域に分けたが，地域に
よっては都道府県単位での分析が望ましいかもし
れない。本論文ではデータの制約により都道府
県別の推定を行うことができなかったが，都道
府県別の分析が可能であれば全国共通のショック
の割合は異なるかもしれない。また，海外からの
ショックとして本論文ではアメリカの GDP 成長
率を用いたが，海外からのショックはアメリカか
らのみ発生するわけではないため，貿易額でウェ
イト付けした複数の国の GDP 成長率の指標など
を用いるべきかもしれない。さらに，本論文では
データの制約によりショックを全国共通のショッ
クと海外からのショック，地域固有のショックに
分解したが，先行研究で行われているように全国
共通のショック，海外からのショック，地域固有
のショック，産業固有のショックなどに分解でき
ればより詳細にショックの源泉を明らかにするこ
とが出来たかもしれない。

 1）『労働力調査』（総務省統計局）の長期時系列データ（http://
www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/zuhyou/lt08-02.xls，
2017 年 4 月 3 日最終アクセス）からグラフを作成した。

 2）ただし，Abe（2004） Hamori and Kitasaka（1997）で日
本では雇用は景気との相関が小さいことが指摘されている。

 3）Abe（2004）, Kumano （2014）は鉱工業生産指数を全国共
通のショックと部門毎のショックに分解している点では類似
しているが，前者は Long and Plosser（1983）の多部門モ
デルに基づいている一方，後者は動学的確率的一般均衡モデ
ルに基づいている点で大きく異なっていることに注意する必
要がある。

 4）ウインドウは 20 期（5 年間）とし，1 四半期毎に推定して
いる。

 5）『労働力調査』（総務省統計局）の長期時系列データ（http://
www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/zuhyou/lt08-03.xls，
2017 年 4 月 3 日最終アクセス）を加工している。

 6）対数階差をとった各地域の変数の単位根検定を行ったが，
全ての地域で単位根が存在するという仮説は棄却された。

 7）URL は以下の通りである。
（https://www.bea.gov/national/xls/gdplev.xls  2017 年 4 月 3 日
最終アクセス）
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